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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第６期

第２四半期
連結累計期間

第７期
第２四半期
連結累計期間

第６期

会計期間
自 2018年６月１日
至 2018年11月30日

自 2019年６月１日
至 2019年11月30日

自 2018年６月１日
至 2019年５月31日

売上高 (千円) 7,241,192 7,438,148 15,076,818

経常利益 (千円) 364,138 226,102 845,718

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 232,214 125,676 523,097

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 234,827 132,127 530,361

純資産額 (千円) 2,314,389 2,642,929 2,561,934

総資産額 (千円) 6,459,801 6,888,956 6,896,687

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 30.53 16.47 68.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.4 37.9 36.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 20,407 139,336 624,933

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △195,461 △53,372 △343,433

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 55,018 △274,130 △131,728

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,683,518 2,765,159 2,953,325
 

　

回次
第６期

第２四半期
連結会計期間

第７期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年９月１日
至 2018年11月30日

自 2019年９月１日
至 2019年11月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 21.05 8.09
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　①経営成績

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の経済政策運営や新興国経済の動向等に留意が必要な状

況であり、企業収益についても製造業を中心に弱含んでいるものの、輸出・生産面での海外経済減速の国内需要へ

の波及は限定的であり、きわめて緩和的な金融環境や政府支出による下支え等を背景に、雇用・所得環境は着実な

改善が継続し、設備投資は増加傾向を続けるなど緩やかに拡大いたしました。

　当業界において、住宅市場については、政府の住宅取得支援策及びマイナス金利政策下における低金利の住宅

ローンなど、良好な住宅取得環境を背景に、分譲住宅等の着工戸数は増加したものの、金融機関の融資姿勢の変化

による貸家の着工戸数の低下等により、新設住宅着工戸数は減少いたしました。非住宅の建設市場については、店

舗、工場等の着工床面積が減少となったことにより、着工床面積が全体として減少いたしました。

このような情勢の下、当社グループは新築住宅の分野においては、確認検査業務、住宅性能評価業務、住宅瑕疵

担保責任保険の検査業務、長期優良住宅技術的審査業務などをワンストップで遂行すること及び全国ネットワーク

体制の強化により、他機関との差別化を図りました。また、省エネ適判業務（建築物エネルギー消費性能適合性判

定業務）を梃に、大型建築物の受注強化に取り組んでまいりました。加えて、建築物の省エネ化、ストック活用に

資する既存建築物の遵法性調査等への取り組みなど、新たな需要を的確に捉えて、当社グループの相乗効果を発揮

し、業績の向上に努めてまいりました。

また、当社が中期経営計画に掲げる新規分野での事業領域拡大のため、2019年５月24日に株式会社構造総合技術

研究所の株式を取得し子会社化いたしました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、確認検査事業及びその他事業が減収となったものの、住宅性能

評価及び関連事業、ソリューション事業がそれぞれ増収となったことから、売上高は前年同期比2.7％増の7,438百

万円となりました。営業費用は、人件費等が増加した結果、前年同期比5.5％増の7,270百万円となり、営業利益は

前年同期比51.9％減の167百万円、経常利益は前年同期比37.9％減の226百万円、親会社株主に帰属する四半期純利

益は前年同期比45.9％減の125百万円となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

　（確認検査事業）

　貸家に係る確認検査の売上の減少等により、売上高は前年同期比1.4％減の3,843百万円、営業利益は前年同期比

57.0％減の156百万円となりました。

　（住宅性能評価及び関連事業）

　建設住宅性能評価の売上の増加等により、売上高は前年同期比7.0％増の1,926百万円、営業利益は前年同期比

60.1％増の78百万円となりました。

（ソリューション事業）

　デューデリジェンス業務に係る売上の増加等により、売上高は前年同期比25.1％増の647百万円、営業利益は前年

同期比303.9％増の74百万円となりました。

（その他）

　売上高は前年同期比ほぼ横ばいの1,020百万円、営業損失は109百万円（前年同期は営業損失51百万円）となりま

した。
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②財政状態

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ７百万円減少し6,888百万円となりま

した。これは、流動資産が121百万円減少し、固定資産が114百万円増加したことによるものであります。

　流動資産の減少は、流動資産その他の増加65百万円等があったものの、現金及び預金の減少220百万円によるもの

であり、固定資産の増加は、のれんの減少39百万円等があったものの、有形固定資産の増加109百万円、繰延税金資

産の増加67百万円等によるものであります。

　負債につきましては、前連結会計年度末に比べ88百万円減少し4,246百万円となりました。これは、流動負債その

他の増加84百万円、固定負債その他の増加72百万円等があったものの、長期借入金の減少174百万円、未払費用の減

少83百万円等によるものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ80百万円増加し2,642百万円となりました。これは、自己株式の

減少69百万円（純資産は増加）等によるものであります。

 

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ188百万円減少し、

2,765百万円（前年同四半期末の残高は2,683百万円）となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは139百万円の収入（前年同期は20百万円の収入）となりました。これは法人

税等の支払額205百万円、未払金の減少85百万円、未払費用の減少83百万円等による支出があったものの、税金等調

整前四半期純利益226百万円、減価償却費97百万円、預り金の増加51百万円等による収入があったことによるもので

あります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは53百万円の支出（前年同期は195百万円の支出）となりました。これは差入

保証金の回収による収入46百万円等があったものの、固定資産の取得による支出138百万円等があったことによるも

のであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは274百万円の支出（前年同期は55百万円の収入）となりました。これは自己

株式の処分による収入49百万円があったものの、長期借入金の返済による支出192百万円、配当金の支払116百万円

等による支出があったことによるものであります。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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(6) 従業員数

① 連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、連結会社の従業員数の著しい増減はありません。

 
② 提出会社の状況

当第２四半期累計期間において、提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(7) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(8) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,500,000

計 28,500,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年12月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,832,400 7,832,400
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 7,832,400 7,832,400 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高

（千円)

2019年９月１日～
2019年11月30日

― 7,832,400 ― 992,784 ― 26,304
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(5) 【大株主の状況】

2019年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＥＲＩホールディングス従業員
持株会

東京都港区赤坂８－10－24 713,600 9.1

鈴　木　崇　英 東京都世田谷区 528,500 6.7

ミサワホーム株式会社 東京都新宿区西新宿２－４－１ 351,000 4.5

大和ハウス工業株式会社 大阪府大阪市北区梅田３－３－５ 351,000 4.5

三井ホーム株式会社 東京都新宿区西新宿２－１－１ 351,000 4.5

積水化学工業株式会社 大阪府大阪市北区西天満２－４－４ 351,000 4.5

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１１ 322,800 4.1

中　澤　芳　樹 東京都世田谷区 234,400 3.0

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 223,300 2.9

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社

東京都渋谷区恵比寿１－28－１ 184,800 2.4

計 ― 3,611,400 46.1
 

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、「従業員持株会信託型ＥＳＯ

Ｐ」に係る株式数は170,900株であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2019年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

78,304 ―
7,830,400

単元未満株式
普通株式

― ―
2,000

発行済株式総数 7,832,400 ― ―

総株主の議決権 ― 78,304 ―
 

(注)１「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」制度の信託財産として所有する株式170,900株(議決権の数1,709個)につきま

しては、「完全議決権株式(その他)」欄に含めて表示しております。

　　 ２「単元未満株式」欄には、自己株式85株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2019年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

(注)「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」制度の信託財産として所有する株式170,900株につきましては、上記の自己株式

等に含まれておりませんが、四半期連結貸借対照表においては自己株式として処理をしております。

 
２ 【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年９月１日から2019年

11月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年６月１日から2019年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2019年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,989,915 2,769,761

  売掛金 790,457 802,686

  仕掛品 500,246 520,730

  その他 221,219 286,690

  貸倒引当金 △251 △112

  流動資産合計 4,501,586 4,379,755

 固定資産   

  有形固定資産 501,346 611,085

  無形固定資産   

   のれん 573,743 534,274

   その他 340,555 342,534

   無形固定資産合計 914,299 876,809

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,783 1,453

   差入保証金 488,304 481,004

   繰延税金資産 345,925 413,433

   その他 143,805 125,414

   貸倒引当金 △365 ―

   投資その他の資産合計 979,454 1,021,305

  固定資産合計 2,395,100 2,509,201

 資産合計 6,896,687 6,888,956
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2019年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  1年内返済予定の長期借入金 154,920 137,100

  未払金 369,259 369,754

  未払費用 842,325 758,473

  未払法人税等 170,223 173,929

  前受金 908,619 935,509

  その他 219,363 303,699

  流動負債合計 2,664,712 2,678,466

 固定負債   

  長期借入金 1,411,176 1,236,860

  退職給付に係る負債 69,232 68,476

  長期未払金 104,254 104,533

  その他 85,376 157,691

  固定負債合計 1,670,040 1,567,561

 負債合計 4,334,752 4,246,027

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 992,784 992,784

  資本剰余金 42,236 42,236

  利益剰余金 1,760,133 1,768,325

  自己株式 △265,145 △195,419

  株主資本合計 2,530,008 2,607,925

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △50 △158

  その他の包括利益累計額合計 △50 △158

 非支配株主持分 31,977 35,161

 純資産合計 2,561,934 2,642,929

負債純資産合計 6,896,687 6,888,956
 

EDINET提出書類

ＥＲＩホールディングス株式会社(E27855)

四半期報告書

11/23



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
　至 2018年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年６月１日
　至 2019年11月30日)

売上高 7,241,192 7,438,148

売上原価 5,149,055 5,422,508

売上総利益 2,092,137 2,015,639

販売費及び一般管理費 ※  1,743,930 ※  1,848,214

営業利益 348,206 167,425

営業外収益   

 受取利息 14 23

 保険配当金 9,001 8,038

 受取手数料 1,125 988

 保険解約返戻金 ― 23,507

 受取保険金 ― 18,739

 賃貸料収入 3,359 4,127

 受取保証料 ― 5,164

 受取補償金 3,844 ―

 雑収入 2,942 3,796

 営業外収益合計 20,288 64,386

営業外費用   

 支払利息 4,330 4,993

 雑損失 25 715

 営業外費用合計 4,356 5,709

経常利益 364,138 226,102

特別利益   

 固定資産売却益 ― 519

 移転補償金 40,080 ―

 特別利益合計 40,080 519

特別損失   

 支店移転費用 11,453 ―

 特別損失合計 11,453 ―

税金等調整前四半期純利益 392,765 226,622

法人税、住民税及び事業税 95,067 161,832

法人税等調整額 62,831 △67,448

法人税等合計 157,898 94,383

四半期純利益 234,866 132,239

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,652 6,562

親会社株主に帰属する四半期純利益 232,214 125,676
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
　至 2018年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年６月１日
　至 2019年11月30日)

四半期純利益 234,866 132,239

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △38 △111

 その他の包括利益合計 △38 △111

四半期包括利益 234,827 132,127

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 232,176 125,568

 非支配株主に係る四半期包括利益 2,651 6,559
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
　至 2018年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年６月１日
　至 2019年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 392,765 226,622

 減価償却費 63,893 97,166

 のれん償却額 37,728 39,468

 受取利息 △14 △23

 支払利息 4,330 4,993

 固定資産売却損益（△は益） ― △519

 移転補償金 △40,080 ―

 支店移転費用 11,453 ―

 売上債権の増減額（△は増加） △43,203 △11,864

 たな卸資産の増減額（△は増加） △46,200 △21,086

 未払金の増減額（△は減少） △188,929 △85,781

 未払費用の増減額（△は減少） △30,924 △83,852

 前受金の増減額（△は減少） 107,419 26,890

 預り金の増減額（△は減少） △48,151 51,183

 その他 △24,194 106,386

 小計 195,892 349,583

 利息及び配当金の受取額 39 60

 利息の支払額 △4,646 △4,946

 法人税等の支払額 △170,877 △205,361

 営業活動によるキャッシュ・フロー 20,407 139,336

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △105,716 △138,612

 固定資産の売却による収入 ― 17,417

 差入保証金の差入による支出 △87,923 △43,474

 差入保証金の回収による収入 209 46,781

 その他 △2,030 64,515

 投資活動によるキャッシュ・フロー △195,461 △53,372

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 343,000 ―

 長期借入金の返済による支出 △68,550 △192,135

 配当金の支払額 △113,997 △116,999

 非支配株主への配当金の支払額 △1,500 △3,375

 自己株式の取得による支出 △342,686 ―

 自己株式の処分による収入 242,719 49,318

 その他 △3,966 △10,939

 財務活動によるキャッシュ・フロー 55,018 △274,130

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △120,035 △188,165

現金及び現金同等物の期首残高 2,803,553 2,953,325

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,683,518 ※  2,765,159
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年６月１日 至 2019年11月30日)

   連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

従来、連結子会社のうち決算日が３月31日であった、株式会社イーピーエーシステムについては同日現在の財務

諸表を使用し連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、同社が

決算日を５月31日に変更したことに伴い、当第２四半期連結累計期間は2019年４月１日から2019年11月30日までの

８か月間を連結しております。
 

 
(会計方針の変更等)

　　　該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

　

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年６月１日 至 2019年11月30日)

 （従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、福利厚生の一環として、当社グループの持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行ってお

ります。

　(1) 取引の概要

　当社は、2018年９月28日開催の取締役会において、当社グループの持株会を活性化して当社ならびに当社グ

ループ会社社員（以下「当社グループ社員」といいます。）の安定的な財産形成を促進すること、ならびに、当

社グループ社員の会社経営への参画意識の向上と業績向上へのインセンティブ付与により、当社の中長期的な企

業価値の向上を図ることを目的として、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」（以下「本制度」といいます。）を導

入しました。

　当社は、「ＥＲＩホールディングス従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）に加入する当社グループ

社員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする「従業員持株会信託（他益信託）」（以下「持株会信託」

といいます。）を設定いたしました。

　持株会信託は、持株会が信託契約後３年６ヶ月間にわたり取得すると見込まれる数の当社株式を借入により調

達した資金で一括して取得いたしました。なお、当社は、持株会信託の当該借入に対し補償を行います。

　本制度導入後、持株会による当社株式の取得は持株会信託より行います。持株会による当社株式の取得を通

じ、持株会信託に売却益相当額が累積した場合には、これを残余財産として受益者要件を充足する当社グループ

社員に対して分配いたします。一方、当社株価の下落により持株会信託が借入債務を完済できなかった場合に

は、当社が借入先銀行に対して残存債務を弁済いたします。その際、持株会に加入する当社グループ社員がその

負担を負うことはありません。　

　本制度の導入に際して、当社保有の自己株式200,000株を持株会信託に対して一括して処分いたしました。　

　(2) 信託に残存する自社の株式　

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度265,073千円、231,900株、当

第２四半期連結会計期間195,347千円、170,900株であります。

　(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額　

 　前連結会計年度292,292千円、当第２四半期連結会計期間242,885千円
 

 

EDINET提出書類

ＥＲＩホールディングス株式会社(E27855)

四半期報告書

15/23



 

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
至 2018年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年６月１日
至 2019年11月30日)

給与手当 574,707千円 591,988千円

退職給付費用 25,595 〃 25,879 〃
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
至 2018年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年６月１日
至 2019年11月30日)

現金及び預金 2,684,120千円 2,769,761千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △601 〃 △4,601 〃

現金及び現金同等物 2,683,518千円 2,765,159千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2018年６月１日 至 2018年11月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年７月10日
取締役会

普通株式 114,484 15 2018年５月31日 2018年７月31日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年12月28日
取締役会

普通株式  117,484 15 2018年11月30日 2019年１月31日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、持株会信託に対する配当金4,390千円が含まれております。

 
３．株主資本の著しい変動

当第２四半期連結会計期間末の資本剰余金は、前連結会計年度末に比べ34,558千円増加し、42,236千円となりま

した。また、自己株式は前連結会計年度末に比べ132,770千円増加（純資産は減少）し、△334,641千円となりまし

た。これは、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」の導入に伴い、持株会信託へ第三者割当による自己株式処分を行っ

たこと、及び持株会信託において当社株式を市場から取得したこと等によるものであります。

 

当第２四半期連結累計期間(自 2019年６月１日 至 2019年11月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年７月９日
取締役会

普通株式 117,484 15 2019年５月31日 2019年７月31日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年12月27日
取締役会

普通株式 117,484 15 2019年11月30日 2020年１月31日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、持株会信託に対する配当金2,563千円が含まれております。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第２四半期連結累計期間(自 2018年６月１日 至 2018年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

確認検査
事業

住宅性能
評価及び
関連事業

ソリュー
ション
事業

計

売上高         

 外部顧客への売上高 3,899,371 1,800,577 517,729 6,217,678 1,023,514 7,241,192 ― 7,241,192

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― 85,637 85,637 △85,637 ―

計 3,899,371 1,800,577 517,729 6,217,678 1,109,152 7,326,830 △85,637 7,241,192

セグメント利益又は
損失(△)

363,973 48,748 18,407 431,128 △51,027 380,101 △31,894 348,206
 

(注) １「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅金融支援機構融資住宅の審査・

適合証明、超高層建築物の構造評定、一定規模以上の建築物の構造計算適合性判定、住宅瑕疵担保責任保険

の検査などが含まれております。

    ２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△31,894千円は、のれん償却額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＥＲＩホールディングス株式会社(E27855)

四半期報告書

18/23



 

 当第２四半期連結累計期間(自 2019年６月１日 至 2019年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

確認検査
事業

住宅性能
評価及び
関連事業

ソリュー
ション
事業

計

売上高         

 外部顧客への売上高 3,843,305 1,926,580 647,573 6,417,459 1,020,689 7,438,148 ― 7,438,148

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― 70,275 70,275 △70,275 ―

計 3,843,305 1,926,580 647,573 6,417,459 1,090,965 7,508,424 △70,275 7,438,148

セグメント利益又は
損失(△)

156,621 78,041 74,340 309,004 △109,888 199,116 △31,690 167,425
 

(注) １「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅金融支援機構融資住宅の審査・

適合証明、超高層建築物の構造評定、一定規模以上の建築物の構造計算適合性判定、住宅瑕疵担保責任保険

の検査などが含まれております。

    ２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△31,690千円は、のれん償却額であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

該当事項はありません。

 

(有価証券関係)

該当事項はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年６月１日
至 2018年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年６月１日
至 2019年11月30日)

　１株当たり四半期純利益 30円53銭 16円47銭

   (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 232,214 125,676

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益(千円)

232,214 125,676

   普通株式の期中平均株式数(株) 7,605,243 7,631,320
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間

78,440株、当第２四半期連結累計期間200,995株であります。

 

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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２ 【その他】

（剰余金の配当)　

第７期(2019年６月１日から2020年５月31日まで）中間配当については、2019年12月27日開催の取締役会におい

て、2019年11月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               117,484千円

②　１株当たりの金額      　                     15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日    2020年１月31日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年12月27日

ＥＲＩホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金　　子　　　　　靖 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　原　　　　　諭 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＥＲＩホール

ディングス株式会社の2019年６月１日から2020年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2019年９月

１日から2019年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年６月１日から2019年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＥＲＩホールディングス株式会社及び連結子会社の2019年11月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

　

EDINET提出書類

ＥＲＩホールディングス株式会社(E27855)

四半期報告書

23/23


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

